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まえがき 
 
 砂防関係施設の長寿命化計画策定に関して、施設の点検方法と健全度を評価するための基準を示し

た「砂防関係施設点検要領（案）」が平成 31 年 3 月に国土交通省 水管理・国土保全局 砂防部保

全課において一部改訂され、通知されたところであり、今後は、定期点検をはじめ砂防関係施設の点

検については、本要領に基づき実施するものである。 
 
 評価の基準については主要工種の各部位の変状レベルの評価基準が定められている。 
 評価基準の中には点検者の判断に委ねられる項目がある。 
 
 今後、定期点検及び臨時点検について、主に県職員が直営で担当すること、または交付金による委

託業務を想定しているが、全ての職員または委託従事者が砂防に従事しているわけでなく、主観的な

評価が加わり、その評価に統一性が図れないことが懸念されるところである。 
 
 本補足版は上記につき、客観的な評価により統一性を図るため、「砂防関係施設点検要領（案）」に、

特筆を加え、鳥取県としての評価基準を定めたものである。 
 
 なお、本補足版は砂防設備編、地すべり防止施設編、急傾斜地崩壊防止施設編、雪崩防止施設編に

分けて構成されている。 
 
 
 
 

令和 2 年 4 月 
鳥取県 県土整備部 治山砂防課 

令和２年８月
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補足：下表に示す広範囲とは5.0m以上の変状をいい、またひび割れについては、
石積張、ブロック積張工でも発生する変状であるため、これを適用する。
また、不連続であっても範囲として5.0m以上となる場合は、これを適用する。

5.0m以上

5.0m以上
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補足：下表に示す広範囲とは鉛直方向、水平方向ともに5m以上の変状を
いう。中詰め材の流出等については、２スパン以上の連続する枠内で
変状が認められる場合は変状レベルはｃとする。
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補足：下表に示す広範囲とは5m以上の変状をいう。また、いたるところ
とは、変状箇所の総計が5m以上に及ぶ範囲を示す。

5.0m以上

5.0m以上

5.0m以上
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補足：下表に示す広範囲とは5m以上の変状をいう。また、不連続であっても
範囲として5.0m以上となる場合は、これを適用する。



50

急傾斜地崩壊防止施設編　- 5 -

補足：柵工及び編工はその変状が規模の大小にかかわらず、人身への
事故等に直結するため、支柱の折れ曲がりや網の喪失・変状がある場合は
機能・性能の低下と判断し、変状レベルはｃとする。
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補足：アンカー工については、断面あたりの計算で必要本数を計上し、
その安定性を確保している。このため、アンカーについての評価は１本
づつの評価となる。



標識（その１） 標識（その２）

a 軽微な損傷

○変状なし
○情報提供機能のあるもの

○変状なし
○情報提供機能のあるもの

b
損傷あるが、機
能・性能低下に
至っていない

【該当なし】 【該当なし】

b
機能・性能低下

あり

○倒壊のおそれがあるもの
○情報提供機能がないもの

○倒壊のおそれがあるもの
○情報提供機能がないもの

・支柱の腐食、固定金具の状態も確認すること。

 評価の観点

主な部位の変状レベルの評価標準（その他施設）

その他施設

 点検留意事項

・既存標識がある場合は、「情報提供機能のあるもの→A、腐食、破損等により情報提供機能がないも
の→B」として評価する。
・施設がない場合はBとして評価する。
・とりまとめにあたっては、様式０の対象施設種別欄に「その他施設」と記載し、施設健全度評価結果
の欄にA～Bの評価を記載する。
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